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本検討 の 目的は,改 質II型 混合物 を舗装の長寿命化対策として使用 した際の,長 期供用性 と経済性

に関 して評価 を加えて,ネ ッ トワー クレベルでの適用方針 を示すことである.

追跡調査データをもとに,長 期供用性の定量的評価を試みた結果,改 質II型 混合物は修繕間隔 を伸

ばし,長 寿命化対策 として有効であることを確認した.更 に,解 析期間40年 間のライフサイクルコス

ト解析により,道 路管理者費用,道 路利用者費用共に縮減可能で経済的にも有効 な対策であることを

示 し,効 率的な適用方針 も示 した.
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1.は じめ に

厳 しい財政 状況 の下,公 共事業 の執行 を通 じてよ

り一層効率的 な社 会資本整備 を進 めるた めに,舗 装

事業 におい てもコス ト縮減 への 取 り組み が望 まれ て

いる.そ の よ うな中,従 来 の よ うに初期 工事 費に重

点をおいた舗 装工種の選 定手法 に限 らず,維 持 管理

費や利 用者の便益 も考慮 して,そ れ らの合計 であ る

ライ フサイ クル コス ト(以 下,LCC)を 縮減 す る手

法の活用 が期 待 されてい る.そ の よ うな手 法を採用

す るには,長 期的な供用性や経 済性 に関す る効 果 を

正 しく分析 し、評価 で きる客観 的 な評価 手法を確立

す るこ とが必要であ り,適 切 に適用 を図る手法 に関

して も検討 を行 う必 要 があ る.

北海道 の国道舗装 におい ては,補 修原 因の大半が

わだち掘れによるものであり,改 質II型 混合物によっ

てわだち掘れ を抑制す るこ とで舗装 の長寿命 化が可

表-1改 質II型 混合物試験施工箇所

能 とな り,維 持修繕 回数 や工事規制 回数 を減 らせ る

こ とか ら,LCCの 縮減 効果 が期待 で き る.そ こで,

本検 討では,改 質II型 混合 物の長期供用性 を客観 的

に評価 し,初 期建設 か ら維持管理 までを含 んだ経済

性評 価を試みた.さ らに北海道 の国道ネ ッ トワー ク

レベ ルにお ける適用手 法に関 して検 討を加 えた.改

質II型 以外の長寿命舗 装へ も準用可能な評価手法 の

形 態 と して こ こに報 告す る もので あ る.

2.長 期 供 用 性 の評 価

(1)追 跡 調 査 と評 価 手 法 の 概 要

改 質II型 の長 期供用性を検討 す る 目的 で,平 成7

年度 に表-1に 示す道 内国道14箇 所 に追跡 調査箇所

が設 け られてい る.追 跡 調査箇所で は,表 層4cmま

たは5cmに 耐流動対策 混合物 として改質II型 混合 物

を舗設 し,そ の同一車線上に隣接 した区間の表層4cm

ま たは5cmに は通 常用 い るス トアス混合 物(st80-

100)が 舗設 されてい る.各 混合物の 目標粒度 を表-

2に 示す.各 区間 のわだち掘れ量 を毎年5月 と10月

の年2回 追跡調査す ると共に,ひ び割れ の発 生が確

表-2混 合物の目標粒度
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認 され た場合 には適宜 ひびわれ調査 を実施 してい る.

追跡調査 結果を もとに,改 質II型 混合物の長期供

用性 をわだち掘 れ,ひ び割れ 率,MCIの 指標 によっ

て評 価 し,パ フォーマ ンスカー ブの設定 を行 った.

(2)わ だ ち掘 れ 評 価

追跡 調査箇所のわ だち掘れ量 と大型 車交通量の 関

係 を図-1に 示す.

改質II型 混合物 は標 準ス トアス混合物 に比 べて わ

だち掘れ が小 さく,抑 制効果 が確 認で きる.抑 制効

果 を図中に示 した回帰式の傾きか ら評価すれ ば,改

質II型 混合物 はわだち掘れ 量を標準 ス トアス混合 物

の約 半分 に抑 制で き る とい え る.

図-1わ だ ち 掘 れ の パ フ ォー マ ン ス カ ー ブ

(3)ひ びわれ の評 価

施工後6年 経過時点までに,試 験施工箇所の内,

表-3に 示す4箇 所 の改質II型 混合物舗設 区間にお

いて,わ だち部に図-2に 示す様な縦断方向のひび

われが発生 している.隣 接する標準ス トアス区間

にはひび割れの発 生が見 られない.

ひび割れ部から採取 したコアの写真を写真-1に

示す.ひ び割れは表面か ら下方向に向けて入って

お り,わ だち割れ,縦 表面ひび割れ と言われ るひ

び割れ1),2)であると判断できる(以 下,本 文では縦

表面ひび割れ と呼ぶ).

縦表面ひびわれが発生 した箇所 におけるひび割

れ発生比率算出結果を表-3に 示 している.こ こで,

ひび割れ発生比率 とは,舗 設延長に対 して縦表面

ひび割れが発生 している延長の比として独 自に定

義 した指標であるが,縦 表面ひび割れが発生 した

区間では6.3～80%の 延長比率でひびわれが発生

してい ることが分かる.な お,縦 表面ひび割れ発

生箇所に共通す る条件は片側1車 線箇所 とい う事

であ り,車 輪通過位置が集中 しやすい片側1車 線

箇所に縦表面ひびわれが発生 しやすい傾向がある

と考えられる.

縦表面ひび割れ の発生原因は諸説あ り多くの要

因が影響する と考 えられるが,わ だち部 に発生す

ることか ら車輪走行が影響要因の一つであること

表-3ひ びわれ発生箇所 と発生状況

図-2ひ びわれ発生状況図(R38号 幕別町千住)

写真-1採 取コアのひび割れ状況 図-3ひ び割 れ のパ フ ォ ー マ ン ス カ ー ブ
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は確 か と思われ る.そ こで,大 型車交通量 を説 明変

数 に,ひ び割れ 率のパ フォーマ ンスカーブ を設 定 し

た.追 跡調査結 果 と,設 定 したパ フォー マ ンスカー

ブを図-3に 示 す.な お,縦 表面ひ び割れ は発 生 し

ない箇所 もあ る こ とか ら,全 箇所 の平 均 と してパ

フォー マ ンスカ ー ブの設 定 を行 った.

(4)MCIの 評 価

わだ ち掘 れ 量 とひび割れ 率のパ フォーマ ンスカー

ブか ら得 られ る値 を,MCI算 定式3)に代入 してMCIを

算出 した.な お,平 坦性 σは修 繕原 因 とな る ことが

少 ない た め追 跡調 査 を実施 して いな い こ とや,MCI

への寄与率 が わだ ち掘れ 量や ひび割れ率 に比べ て低

い こ とを踏 まえ,北 海道 開発 局にお け る運用 手法 を

参 考 に1.5mmで 一定 と して扱 った.算 出 したMCIか

ら設 定 したパ フォー マ ンスカー ブ を図-4に 示 す.

維 持修 繕 の要否 判断 基準 と しては,表-4に 示す

基準 を参考 に して,MCI=4以 下 を 目安 として設 定 し

た.図-4に 示 したパ フォー マ ンスカ ーブ か ら,M

CIが4以 下 となるの は,累 積大型 車交通量 が改質

II型 は12.71百 万台,ス トアス は7.05百 万台の 時で

あるこ とが 分 か り,同 一 の交通 条件 下 では改質H型

はス トアス の1.8倍 修繕期 間 を伸 ばす こ とが可能 で

ある と評 価 され る.ま た,MCIが4以 下 にな るま で

図-5修 繕 を要するまでの期間

の累積 大型車 交通 量 を,日 大型 車交通量 × 日数 ×

年数 で割 るこ とに よって,日 大型 車交通 量 に対応

した修繕 を要 す るまで の期 間 を算 定す る こ とが で

き,算 定結果を図-5に 示す.改 質II型 の方 が修繕

を要す る までの期 間 が長 くな ってい る ことが分 か

る.

この よ うに,改 質II型 混 合物 は わだ ち掘れ を抑

制 し,修 繕 間隔 を伸 ばす こ とが出来 るため,修 繕

工事回数 と工事規制 回数 を減 らす ことにつ ながる.

それ に伴 い,維 持 修繕費 だ けで な く,利 用者 の時

間損失や燃料損失 も低減 で き,改 質II型 の方 がLCC

が安価 とな る可能性があ る.3章 において,LCCに

よる経済 性評価 につい て述べ る.

3.経 済 性 の 評 価

(1)経 済 性 評 価 手 法

経 済性 め評 価 は,ス トアス混合物 と改 質II型 混

合物 のLCCに よって評価 を行 うもの とす る.

LCCの 費用項 目は,道 路 管理者 費用,道 路利用者

費用,沿 道 お よび地域 社会 の費 用 の3つ に大別 で

き,各 々の構成要素は表-5に 示す通 り整理 できる.

上記 の うち,道 路管理者 費 用は 定量化 しやす く

比較 的高い算 定精度 を得 る ことが可能 で あ り,経

済性評価 において も信 頼性 が高い と考え られ る.そ

れに比 べ,道 路利 用者費 用 と沿道 お よび 地域社 会

の費 用 は,そ の定量 化方 法 につ い て定 まっ た理論

が確 立 され てお らず,直 接的 には金額 が 算定 で き

ない もの も含 まれ るが,舗 装 の性 能 の評価 や舗 装

整 備効 果 の評価 のた めには重 要 な項 目で ある.そ

のた め,道 路利 用者 費用 につ いて は現時 点で 可能

な範 囲 で算定 し,経 済性 評価 の際 の一つ の判 断指

標 と して活用 を図 るこ とと した.道 路利 用者 費用

の うち,算 定 を試 み た のは,車 両走行 費用 と時 間

損 失費 用で あ る.そ の他 の費用 や 沿道 お よび 地域

社 会 の費用 は本 検討 にお い て は考慮 しな い.

表-4MCIの 維持修繕基準

表-5ラ イ フ サ イ クル コス トの 費 用 項 目
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LCCの 分析期 間は十分 に長 い期 間が必 要であ るが、

本検討 で は40年 を分析期 間 とした.各 年 の コス ト

を現在価値 に換算 する方法 はすべ てのコス トを現 在

価値 に換算 し,そ の合 計額を評価 する現価法 をもち

いる.現 在価 値 に換算 す るため の社会 的割 引率 は,

日銀統計 の全 国貸 出約 定平均金利な どか ら整理 され

た実質値 を示 した資料 のな どを参 考 に して4%と 設

定 した.片 側 車線 数 を1と2以 上 の2ケ ー ス,車 線

あた り大型車 交通量を100～3,500台/日 ・車線 の

間に11ケ ース設 定 し,合 計2×11=22ケ ー ス の交

通量 条件 下 にお ける 各費用 を算 定 した.

a)道 路 管 理 者 費 用 の 算 定手 法

道路管理者 費用 として,初 期建設費,修 繕費,維

持費 を算定す るもの と し,各 々の算定手 法につ いて

以 下 に述 べ る.

初期建設 費 は初年次 に切 削オ ーバー レイ を基本 と

した費用 を計上す る.修 繕 費は,MCIが 低 下 して4

未満 になった年次 に表層1層 の切 削オーバー レイ を

実施す るのに 要す る費 用 とす る.オ ーバー レイす る

混合物 は 同種 の混合物 とす る.表 層 施 工厚3～5cm

で車線 巾3.5m,延 長1km当 た りの初期建設費用 お

よび修繕 費用(工 事 費 と管理費 を含 む)を 表-6に

示す.改 質II型 が ス トアス に比べ て10%程 度 高い

こ とが分 か る.

表-6初 期建設費用および修繕費用

また,改 質II型 混 合物に発生す る縦表 面ひび割 れ

に対 す る補修費 と して,先 に求めたパ フォーマ ンス

カー ブか らひ び割れ発生量 を算 定 し,ク ラックシー

ル費 用 を計上 する.表-7に ク ラ ック発生 数 量 とク

ラ ックシール費 用 を示す.

維持費は建設省道路局な どによる式(1)に よ り,MCI

か ら1m2当 た りの費 用 で算 出す る5).

維持 費用=274.0-27.2MCI(1)

b)道 路利 用者 費用の算 定手法

道路利用者費用 として,路 面悪化による車両走

行費用損失 と,工 事規制区間の交通規制に伴 う道

路利用者の時間損失 と燃料損失を算定す る.

路面悪化による車両走行費用損失は,図-6に 示

すMCIと 車両走行費用の関係5)を用いて算出する.

なお,速 度は平均旅行速度50km/hrと 仮定す る.

工事規制区間の交通規制に伴 う道路利用者 の時間

損失 と燃料損失は,規 制 による停止 と遅れ時間の損

失費用と燃料損失費用を算出す る.夜 間工事を想定

し,規 制による停止,通 過遅れ時間を,国 土交通省

道路局が示した時間価値原単位および走行経費原単

位6)を用いて算出する.

表-7ク ラック発生数量とクラックシール費用

図-6車 両MCIと 車 両 走 行 費 用 の 関 係5)
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(2)道 路管 理者費 用 の評価

片側2車 線,大 型車交通量2,500(台/日 ・車線)

の箇所における解析期間内の道路管理者費用累計の

推移の算定例 を図-7に 示す.解 析期間40年 経過後

に改質II型の道路管理者費用累計がス トアスを下回っ

ている.同 様の計算 を交通量条件毎に実施 し,40年

間の道路管理者費用累計を算定 した結果を図-8に

示す.交 通量が多い区間ほ ど改質II型 の道路管理者

費用がス トアス混合物に比べて低くなる傾向が認め

られ る.定 量化 しやす く算定精度 も比較的高い と考

えられる道路管理者費用において,縮 減効果が認 め

られると評価 され る.

図-7解 析期間内の道路管理者費用の推移

(大型車交通量2500台/日 ・車線の場合)

図-8解 析期間内の道路管理者費用累計

図-9解 析期間内の道路利用者費用累計

(3)道 路 利 用 者 費 用 の 評 価

交通量 条件毎 に40年 間 の道路利 用者費用 累計 を

算定 した結 果 を図-9に 示す.交 通量 が多い箇所 ほ

ど改質II型 の方 が道 路利用 者費 用 を少 な くで き る

傾 向に ある.定 量化 方法 につ いて 定ま った理論 が

確 立 され てお らず,金 額 自体 の算定精 度 は低 い と

考 える必要 が あ るものの,道 路利 用者 費 用 の縮 減

効 果 につ いて もプ ラス の効果 が得 られ る との判断

が成 り立つ もの と考 え られ る.

(4)ラ イ フ サ イ ク ル コ ス トの 評 価

先 に求 めた40年 間の道 路管理 者費用 累計 と道 路

利 用者費用累計 の合計 をLCC累 計 とし,図-10に 示

す.交 通 量が 多い箇所 ほど改質II型 の方 がLCCを 少

な くす る こ とが で き る事 がわ か る.

ス トアス混合 物 に代 えて改 質II型 混合 物 を使 う

こ とに よる,交 通 量条件 毎 の40年 間のLCC縮 減 額

を図-11に 示す.解 析 期 間40年 間 のLCC縮 減 額 は

大型車交通量が多 い箇 所ほ ど大きい傾 向に ある.図

中には道 路管理 者費 用 の縮減 額 と道 路利 用者 費用

の縮減 額 を 区別 して示 して い るが,道 路 管理者 費

用 の縮減額 は道 路利 用者 費用 の縮減 額 に比べ て割

合 が低 い結果 とな って い る.な お,大 型 車交 通量

500台/日 ・車線 と3,000台/日 ・車線 の道 路利 用

図-10解 析期間内のLCC累 計

図-11大 型交通量毎のLCC縮 減額
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者費用が前後階級の値 と比べて傾 向が異なっている.

これ は,補 修年 にお け るMCI4以 下の路 面状態 の差

が影響 した ものであ り,本 検討にお ける道路管理者

費用 の算 定手法を用いた場合,修 繕前の路面状態 の

差 によって この 程度 の誤 差が生 じるもの とい える.

4.適 用 手 法 に 関 す る検 討

北海道 の国道全 体 を対象 に した,LCC減 効果 が

得 られ る改質II型 混合 物の適用 手法 に関 して検討 を

行った.つ ま り,国 道 ネ ッ トワー クレベルでの適 用

手法 を検討 した点 が特徴 であ り,プ ロジェク トレベ

ル での適 用判 断 を述 べ る もの では ない.

車線 当 りの大型車交通量 で階級分 けし,各 階級毎

の道 路延長及 び大型車交 通量が多い方か らの延長 累

積比率 を図-12に 示 す.ま た,改 質II型 を適用 した

場合の各階級 毎の道路管理者費用縮減額 とそ の累積

比率 を図-13に,道 路管理者費 用縮減額 とその 累積

比率 を図-14に 示 す.図-12よ り,大 型 車交通 量1,000

台/日 ・車線 以上 の 区間 は国道延 長全 体の27%で あ

り,そ の 区間でス トアスに代えて改質II型 を適用す

るこ とによって,道 路管理者費用の縮減額の全体 に

対 して84%分 を達成 できることが図-13よ りわかる.

一方 ,大 型車交通 量が1,000台/日 ・車線 よ りも少

ない 区間 は国道全体 の73%で あるが,こ れ らの箇 所

でス トア スに代え て改質II型 を適用 して も,得 られ

る道 路管理 者費用の縮 減 は全体 の16%で しか な く,

適用 す る箇所 の交通 量 に よって道 路管理者費用の縮

減効 率 に大 きな格 差 が ある といえ る.

道 路利用者 費用につい て も図-14よ り,大 型車交

通量1,000台/日 ・車線 以上の 区間 で ス トア スに代

えて改質II型 を適用す るこ とに よって,道 路利用者

図-12交 通量階級毎の国道延長 と累積比率

費用の縮減額の全体に対 して59%分 を達成でき,適

用す る箇所の交通量によって道路利用者費用の縮減

効率にも大きな格差があることがわかる.

限 られた予算の中で効率的にLCC縮 減 を図る手法

を検討す るならば,道 路管理者費用と道路利用者費

用の縮減額全体に対 して大きな割合 を占め,費 用の

縮減効率が高い と判断 され る大型車交通量1,000台

以上の路線を,適 用 の対象 として重点化す る手法が

望ましい と考えられる.こ の条件で適用を図った場

合,北 海道の国道全体の道路管理者費用の縮減額は

130億 円/40年,道 路利用者費用の縮減額 を含めた

LCCの 縮減額は508億 円/40年 と試算 され る.

図-13交 通量階級毎の道路管理者費用縮減額と累積比率

図-14交 通量階級毎の道路利用者費用縮減額と累積比率
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5.ま とめ

本報告は以下の様 にま とめ られ る.

(1)改質II型 アスファル ト混合物のわだち掘れ抑制

効果 を確認 した.一 方,改 質II型 混合物 区間に

は、舗装表面か ら下方に向かって進展す る表面

縦ひび割れが発生する場合がある.片 側1車 線

箇所のよ うに車両の通過位置が集 中しやすい箇

所に発生 しやすい傾向 があると考えられ る.

(2)MCIに よ り評価すれ ば,改 質II型 混合物 はス ト

アス混合物に対 して概ね1.8倍 程度長寿命であ

ると評価 され る.

(3)定量化 しやすく算定精度が高いと考 えられる道

路管理者費用に関する経済性解析結果か ら,ス

トアスに代えて改質II型 を適用することにより,

道路管理者費用を縮減可能と判断できた.ま た,

道路利用者費用については,定 まった定量化方

法が確立 されてお らず,金 額 自体の算定精度 は

低い と考える必要があるものの,縮 減効果につ

いてプラスの効果が得 られるとの判断が成 り立

つ もの とと考えられ,長 寿命化対策の経済性 を

評価 できた.

(4)北海道の国道全体のネ ッ トワー クレベルでの適

用方法について,適 用する箇所の交通量によっ

て道路管理者費用の縮減効率に大きな格差があ

るため,縮 減効率が高い と判断 され る路線 を重

点に適用の対象 とす る手法が望ま しい.

5.お わ りに

LCCの算定手法に関 しては,特 に道路利用者費用

の評価算定方法や算定精度に関して幾分 の批判があ

ると思われるが,長 寿命化技術の評価や、利用者ニー

ズや社会的要請を事業に反映するうえで欠かせない

手法であり,手 法の検討 と改善を継続することが必

要である.本 報告が一つの参考となれば幸いである.

最後に,調 査にご協力を頂いた国土交通省北海道

開発局および各開発建設部の関係者 にお礼申し上げ

ます.
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ECONOMIC ASSESSMENT AND USE POLICIES OF MODIFIED ASPHALT

PAVEMENT

Kimio MARUYAMA and Hideto TAKEMOTO

This study proposes policies for the use of type-II modified asphalt mixturc, by assessing the

long-term service performance of such pavement and the economic efficiency of using the mix-

ture to extend the pavement lifespan.

 Based on data from a tracking survey, quantitative assessment of long-term service perfor-

mance has confirmed that modified asphalt mixture extends the period between repairs and the

pavement lifespan. Furthermore, life-cycle cost analysis for a 40-year service life revealed that
use of such mixture affords cost reductions for road administrators and road users.
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